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技術革新と企業内教育

例調査を中心として一一一

石原

関

I 研究の課題と方法

E 事例調査〔その1)一製紙工場のケースー

(1) 工場の性格

(2) 企業内教育の沿卒

(3) 技術革新の実態

(必技術革新下の企業内教脊

班 事例調査〈その2)一製鉄工場のケースー

(1)工場の性務

I 研究の課題と方法

この研究は，技術革新が企業内教育におよぼす影響を

とりあっかうにある。すなわち，技術革新によって，企

業内教育は，どのような体系，内容，方法をとるかを課

題としてとりあげたい。このためにはまず企業内教育の

本来の性格を明かにするとともに，これが技術革新によ

っていかなる変容なしめずか，またいかなる課題を内在

するかをあきらかにしたい。

まず第 lに，企業内教育の体系は，技術革新によって

いかに影響をうけるかである。技術革新は，企業内にお

ける労働力構成のあり方を変容する。技術革新は，新らし

い労働手段，機械設備体系に就労する労働力の資質の更

新を要求する。したがって，労働力全体としての質的構

成は変様し，これに対応したあたらしい教育訓練の必要

性が増大する。このような教育の必要性は，まず，新ら

しい生産技術体系に対応する技術教育をひつようとする

とともに，同時に技術革新今によってもたらされる経営の

組織，機構や市場，販売，流通商の変化に対応した総織的

人間の育成，主rr市場対応の経営的人間の造成がひつよう

となってくるO しかして，技術革新にともなう労働者の

構成の質的変化は，ただ労働力，とくに一般労働力(Rank

and則的，すなわち，技熊および単純労働のj習にどまら

ず，監督者の}習をも含む労働者の全体の腐およぶとと

もに，と間持に，管理者層や絞営者}替 (Adminstrative

management)の教予言もあわせて行なうひっょうが生じ

てきており，かかる経営者数予言 (managementeduca-

次

(2) 技術革新と労働資質

問企業内教育の治革

(4) 技術革新下の企業内教育の課題

間技術革新下の企業内教育の実態

W 事例調査(その3)一化学工場のケースー

(1) 工場の性格

(2) 技術革新と労働資質の問題

(31 技術革新下の企業内教育の現状

tion)をも含む従業員全体の教育がひつようとなる。

第2には，技術革新にともなって企業内の教育組織を

整理し，拡充しようとするうごきである。従来，わが国

では，企業内教育は，独立した組織機構としてみとめら

れることがすくなく，ライン系統の機構内におけるそれ

ぞれの部箸で担当されていたわけであるが.技術革新下

において企業内教育の重要性が増大するにともなって，

これを独立した機構として担当させ，スタップ組織とし

て設立する傾向が生じてきている。しかし，教育訓練の

企画担当機関が設けられたとしても，その実施は，ライン

の交任で、行なわれなければならないし，究緩においては，

経営のトップ)習の的援しているところでなければならな

い。なぜ;なら，教育の効栄は，教育活動が経iぎの組織全体

に浸透するときにはじめてそのがj架が生ずるのであるの

ところで教育の組織のあり方は，企業の営む経済活動の

内容によって1程遠する。その生産技術の内務や市場の販
売方法を反映して，それぞれ現実の教干寄の必妥性に応じ

た組織をもつことがひつようである。一般的にいえば，

教育組織 (organizationof training)としては，金爾音[l

門(Researchdivision)，運営施設部門 (standarddivi-

sion)，連絡協力部門 (coorclinatingor service c1ivision) 

などに分かれる。企磁部門は，企業内における教育全体

の計画，立案をし，教育の評簡を行ない，教育方式の有

効性を検討する部努であり，運営実施部門は，実際の教

育訓練の運営の主主任をもっところである。また連絡協力

部門は，依からの講師iの招へい，学校，大学，その他教

育研究機関との協力迷繋を図るところである。技術革新
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の下では，企業内教育の全体としての体系化，計画化が か，また，その日本的な性格をとらえてみようというの

ひつようになるので，教資金闘部門の重要性がましてく が以下の研究のこころみである。

る。また，高度の新しい科学技術水準に応じた技術研究

開発や?ーケテツイング開発がひつようとなる。

第3i土，企業内教育における教育訓練の内容や方法に

かんする問題である。すなわち，企業内教育の系統イヒ，

定型化，多様化である。技術革新の下において，企業

内教育の訓練内容，方法も従来のままでよいはずがなく，

その質的転換がひつようとされる。たとえば一般従業員

にたいする新しい訓練方式のあり方としては， 11間人議，

すなわち，学歴，経験，性絡，関心などの他人的差異

を考慮にいれた才昔話の橡発，職務分析や磯務明純化との

関連ある訓練，学習過程への積極的な参与というような

方向で，教育訓練がほどこされる。そして，教予言の方式

は，多角化し，種々の方法が導入されるーーすなわち，

Discussions， Conferences， role playing， Project， de-

mostrationsなどの務方法がとられる。

また，監替者を対象とする教育においては，指導1也
統率力，問題処浬カ，提案活用能力などの人間関係管理

のほか，作業管理留における能力，たとえば， 品質管2

2竪，原{函管理，動作研究，職務分析などの学潔がとりあ

げられ，またその学習の方式としては，かなり多様的な

定型方式が利用されている。たとえば一-conference， 

rotation， case method， creative.thinking， role-playing， 

auditing training， ect. 

管理者!替や絞営者}替の教育問題も，また，技術革新下に

おいては，企業内教育にとって重要な線鐙となっている。

管理者啓発計画 (Executivedevelopment Programm) 

においては，経営全体の体系的把握がひつようであり，

企業経慾の発展向上をlE存在につかむ能力を体得するこ

と，経営組織の現状をlE確に把援し，適切な管恕方針を

うちだすことなどが問題とされる。ここでは，経営管理

者としての主体性，計画牲が要求される。その方法とし

ては，潜在能力の活用，経験的ギャッブの充てんのた

め，社内教育としては， counselling， coaching， under-

studing， job-rotationなどがかんがえられ，また社外教

育としては committee，conference， company course， 

schooling， observation， reading， interfunctional tours 

などがあげられる。そして，つねに現夜の突綴，能力，

努力への定期的率舗をかさねつつ啓発計画をすすめ，改

造してゆくことになる。

以上は，われわれの災統分析をすすめるにあたっての

いわば思議仮設にすぎない。われわれは，このような理

論構成をふまえながら，現実の企業内教育の芸評例研究宏

とおして，かかる理論体系が采してどれだけ妥当する

盟事例調査(その 1) 

(1)工場の性格

調査対象となったA工場は，わが隣でも有数の製紙工

場である。創業以米，今日にいたるまで， 50余年のなが

い期損にわたって製紙の生産を一貫して行ない発践して

きた。げんざい，工場には3，000人せどこえる従業員が働

いている。

工場における生産工程は，原木から製紙製品にし、たる

までの主要生産工磁を中心として，さらにこれに附鎚す

る各種の作守主義が存在している。主主さ生産工総は，原資部

門と抄JG部門とに分かれ， )庶質音li門では，調木，砕:1c，

製薬，蒸角卒，抄耳立，銀成の諮工程がある。また， 1少造は

仕上の2つの工程がある。このほか，間後的現業部門と

しては，主益気，汽カ，包装，念)払輸送，工作， t.U林な
どがある。また，事務，技術，設計，研究などの非涜業

者g門がある。

製紙工場における生産工程を概説すると，まず， JJJl:;1;: 

を鋸機で切って， ドラムパーカーで皮をむき，長さ 120

cmの砕木用材をつくり，一部，T盗容材は，スプザツター

でわって，居者約部をとりのぞき，チツパーにかけてS.P.

や S.C.P.用のチップにつくる。 J浄水用材は， 1浄水機

にかけて，すりつぶす。針葉樹チップは蒸解釜につめ，

:a:並立統彼おFR淡を光たし，蒸汽きと通じてにて非繊維分を

溶解したのち，排出し，水洗して繊維を治出し，洗討除後

選別する(SPエ:桜〉。また広葉樹チップをj安絞蒸発令:釜に

入れ，重illil流般ソーダ放を添加し，蒸:Dしながら，スク

リューで送り，排出後世ブアイナーにかけてチップを離

解し S‘C.P.をつくるの.C.P.工程)cまた，広葉樹チ

ップを冷アノレカワ淡に浸して繊維を!断書し， ワァアイナ

ーにかけて隊解して， GP状の繊維をつくる。このまま

では白色i交が低いので，過酸化水素ーで潔白ずる(C.G.P.工

程〉。

調ffX.~芸では，泌和機で， S.P.に S.C.Pを加えた化学

パノレプと G.P.と C.G.P.を所定支配合して，各抄紙機

ヘポンプで送る。ここでは， S.P.+S.C.P.を媒介とした

悶収機で，千奇妙紙機よりのぬ水から繊維を縮条し，また

J民紙を処理して原料にもどすc

抄紙工程では，配合言と充分したパノレプは，水をうすめ

て抄紙機の金約の上を流し，繊維をからみ合わせて漏紙

をつくり，毛布に移してローノレで圧搾して水をしぼり，
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以上が主聖書余波工程のあらましであるが，原オての潟オく

より調成までの工綴を原資部門といい，折造部門となら

んで，生産工程の二大工程部門を構成する。

蒸気で加熱した多数の内衡の間を通して乾燥し，光沢機

にかけて紙面に光沢をつけ， リーノレに巻耳立ったのち， リ

ワイ γダーにかけて所定の寸法の巻取に仕上げる。

(G Pヱ穏〕

原 ケーブノレ ドラム マガジン スク vーパー ヤ γy
ヰミ一一吋ク v-:/一一司メラYVャーー叫ノベーカ一一一司グラインダ一一司スク yーン一一岬スク 9-

) 〈石灰石川 L.，..、ノパ一一吋L1一九 (5 P工船

燐;が一寸 i 禁 アν i ダギング ヤン Yン コーワン オ Fパー
| 建 前 ヅ l 木/司マ V ン→メげーン→メク 9-:;/吋ブイノレター
!一一吋芸能一一一吋自宇一一一一時キ何一一一一司
1502塔 蔵 ユグ み (5CPエ程〉

ソ溶貯吸 j 檎 ム i
j-吋解ー吋縦一吋i奴-， 楽
ダ 椅 槽 士喜一一司淡
灰 貯
〉綬 i車
( 槽統
原~キヤシピオ チツ T ツプ チップ 家 アロー 5 W .~ D D ウホ'Y_....Itoハルプレス
〉ー吋ノ、一方一一叫パ一一吋スクリーン}吋パンカー-解一吋タンクー吋リブアィ…吋リゴアイナー--+vア 叫ブイノレター

、 主主
〔荷投:/-ダ)-， ー (CGP:工程

~ '1 陪液〕、 j 

i→ 11f-92ケよさ→ジ3-，Jァィ?一一吋欣プイノレタ}→戸二→2次フィルター-J望→Jィ11
乙 〔抄紙ヱ船 j i 

く締紙>←臨機"'9ワイーンダ hーリャルド-32νγ 炉ードライヤー←プレエトワイヤー←クリーナ-...ープロボーはナ{
く平判紙>...ーカッター和一一土一一一一一一l

穏工iit 生

ーワン i デツカ
クFーン マV/'

どまること 2~4 年をへて，二級にすすむ資絡をうる。

短大卒者は，二級からはじまり 4年;回新制大学のもの

は一級からはじまる，というぐあいである。このような

職階制は，学僚と勤統年数を重視するもので，いわば，

年功序列制を主主吉むとする典型的管理組織である。しかも

この職階は，食金と関連し，主主金が年功秘をもととして変

化する管理方式となっているので，この工場の賃金構造

もきわめて年功序列裂のものというわけである。

しかも，この職階とf交付との関係もふかい。織織の上

V11 
lG 18 Iき!@
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工場の組織は大きく分けて，事務，工務，山林の三部

門があお。

事務部門には，総務，勤労，縫製，資材，製品，病院

の各部課が所属し，また工務には，原資， :1少造，設計工

作，電気，汽カ，研究の各部が所属している。さらに，

山林部門には，山林管材，!1l林業務の'ffi¥と，山林出張所

がこれに所属している。

労務管理組織は，工場長以下，部課長の命令系統をも

って縦自覚されている。すなわち，工場長→工場長代理→

次長→部長，副部長→課長→謀長代理→係長→験主主→組

長→一般従業員という順序のhierarchyが形成されてい

る。さらに，一般従業員および役付従業員をふくめて，

験|資制による序列がきめられている。

職階は，一般職階群と技能職1
'
皆若手に分かれる。技能職

階群は，さらに，上絞，一級，二級のII[員に序列化され，

また一般職階群は，上から下へ，一級，二級，三級の三

等級に分かれる。さらにその下には，見習織階鮮があ

る。これらの綴織群は，従業員の大半をふくむ製造，事

務，山林の部門に適用されるが，このほか，<;J'衡，厚生，

配給等の現務部門や病院の看護職若手には， 2liJの織階が定

められている。

この職階の弁進は，勤続年数と学Z査で規制されてい

る。たとえば，学歴が!日高小王手，または新議II中学卒業の

者であれば，~穏期間 2 年をへて，一般機踏の三級へ外

進し，またそのうえの二級へは，三級を 3~5 年をへて

昇進する資格をあたえられる。しかし学歴が， I日中，新

潟学卒者は，~習を半年おへて三級にすすみ，三級にと

q
J
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位題は，役付労務者でしめられ，職階段位と役付地位と ないの中高年齢層が多い部警は，原質の筋肉作業部門ル

がきわめて密接な相関をもつこととなる。逆にいえば， 保全の鉄工・木工の技能作業部門，発送電の電力部門，

上位織階に弁進するには， 1:交付となることが必要条件と 汽綾部門，それから受渡作業や運搬，聖子紡，倉庫，包装，

なるとし、うわけである。すなわち，技能職階の上役は， 配給などの部門である。しかも，原資の錦木，砕木部門

係長に該当し，一級は，職長，二級は総長によってしめ や工作，泡力，受渡作業の部門の労働者数が多く，した

られている。 がってこれが全体の労働者の年齢がを高かめている結果

このほか，別に，役付になれないもので長年勤続者に となっている。これに反して，年齢が低いひとびとの多

たいしては，現業，非現業で，熟練験，特級職の別わく い部門，部殺としては，事務，技術の系統であり，また，

の芥進基準を設けて逮用しているo これは，見後からの 抄造，製薬蒸解，抄取などの新技術導入部門の労働者の

通算年数によって，所定の年数によって，所定の年数に 年齢はひくくなっている。

たつしたものを別に格付するものである。ところが，こ 年齢別労働力構成

の工場では，これに該当する長年勤続者が相当の数にの

ぼるという特徴がみられる。

ところで，これら年功序列制を採用するには，現業部

門では，技術革新がおこる以前には，大いに意味があっ

た。重姿生産工程部門のうち，かつての製薬，抄取， Z長

解，抄造などの工程では，長年の熟練技能による判断能

力が重要な役割をもっていた。つまり，かかる技能的磯

稜と単純筋肉労働との籾互の間に質の異なる種々の労働

力が混在していた。技能磯種とみなされていたものは，

抄造のウコニット係，抄取のスクリーン，蒸解の*釜，製薬

保全の鉄工，木工，電動部門の電気運転，タービン，汽

憾のi汽憾士，工場作業のケープツレ，クレーンなどであっ

た。これにたいして，調木，砕*工程における職種の大

半は，むしろ単純作業職種であった。しかし，このよう

な年功制に基く技能序列，およびこれに立脚する労働力

の階層構造は，技術革新をむかえて問題となってきた。

すなわち，技術革新によって回定設備の更新による生産

手段の変化は，これに従事する労働者の質的転換をよぎ

なくさせた。新!日労働力の交主主，新作!労働力の生渡経営

における議重野性の比重がかわってき，これによって. I日

来の年功序列型労働力機成の基盤が動揺せざるをえなく

なってくる。そしてやがて企業内教育の問題にまで転換

していく。

工場の労働者の属性は，特徴的で、ある。工場の燦史が

ながし、こと，大企業としての終身雇用制からくる結果と

して，従業員の労働移動がすくなく，長年の勤続者が多

い。したがって，また労働者の年齢も一般に高い。

まず，年齢をみると，この工場の労働者の王子均年齢は

37.1歳で，男38.3歳，女29.0歳である。しかも，その

年齢別労働力構成をみると，中高年齢熔へのかたよりが

大きし男子では20歳代が 14%.30歳代が41%.40歳

代が33%.50歳代以上が 11%となっている。このよう

に40歳以上のものが44.9%もしめている。しかも，年

齢別構成の割合は，部署雪によってかならずしも一様では

男 女 Jt 

16 - 20綴米満 9.7 o.g 

20 - 25 j説。 1.7 30.0 3.9 

25 - 30議 M 12.4 27.2 13.5 

30 - 35 20.6 13‘B 20.0 

35 - 40 2日.4 5.0 19.0 

40 - 45 20.2 3.7 18.7 

45 - 50 13.4 6.0 12.8 

50 - 55 11.1 4.1 10.6 

55滋以上 0.2 。.5 0.7 

話{ 100.0 1日3.0 100日

年齢別構成において特色がみられることの外に，勤続

年数別構成において特色がある。すなわち長期勤続者が

多いことである。工場の勤続年数別構成比をしめすとつ

ぎのとおりである。

勤続年数別労働力構成

Jd 女

。-5年未満 2.9 33.6 5.3 

5 - 10年 M 11.0 22.1 11.9 

10 - 15年 m 29.5 34.1 29.5 

15 - 2口走F'" 30.0 7.8 28.5 

20 - 25年" 15.4 1.3 14.3 

25 - 30年。 4.3 0.5 4.0 

6.6 0.5 6.1 

100.0 100.0 100‘日

すなわち，男子では. 20年以上の勤続者が26%もあ

り，これについで. 10 年~20年の勤続者が 59% もいる

のである。そして. 10年未満のものは，わずか 14%に

すぎなし、。

しかも，勤続年数別労働力構成は，また工場の中の部門

別にみてかならずしも均一で、はない。部門，昔j)望書の間の

構成の格差が大きい。すなわち，勤続年数が長期の者の

多い部議ーをあげると，原資部門の調木，抄耳立，調成また保

-4-



技術革新と企業内教育

全の鉄工，木工，修繕，土木，発電所，汽憾]事繍，倉

庫，包装，厚生などの部饗である。これは，さきの年令

部構成のときにみられた高年齢グノレープの多い部門とほ

ぼ一致する。これれに反して，勤続年数の綬かい者の多

い部望号は，事務，技術の関係の部門や，新型マ、ンンの導

入されている抄造部署や沼気工作，試験研究の部毅とな

っている O つまり，年齢別機成と勤続年数別構成が，こ

の点でもほぼ一致していることがわかる。このことは，

この工場に入ってから，他に移動せず，年齢とともに勤

続年数がましてゆく傾向が存夜していることをしめすも

ので，いわば.1;:.i経緩用という大企業的性格を如実にし

めすものとみることができる。

しかし，このような特色にもかかわらず，学肢の構成

比は，それほど高水準でない。新，中高小王手程度のもの

が，全体の 69%をしめる。 5ちではとくに，この比率が高
く71%となる。

学歴別労働力構成

!}j 女 ぷ十

新中，高小卒 71.0 64.5 69.5 

事rr.品.IU中.I日's.卒 23.3 35.0 24.2 

i悶主事，短大以上 5.7 0.5 6.3 

1日0.0 100.0 100.0 

しかも，学段構成は，部署関におし、て，その不均衡は

大きく存在している。すなわち，学歴の低伎の者が多い

部望号としては，調:t.砕木，調成，仕上，鉄工，木工，

発電所，受渡，空き妨，幕戦，総送などの部署ーがあげられ

る。これにたいして，学自主構成が高い部署としては，芸評

務，技術系統の部門である。

この点もさきの年齢別構成，勤続年数別構成の特性と

ほぼ一致する。つまり，この工場には，全体としての共

通した傾向として，年齢が比較的高く勤続年数が長く，

しかも学療が低い者が多いということである。しかし，

工場の内部をよくみると，じつは，きわめて対照的な労

働力構成をもっ部署が混夜しているのであって方に

おいては，高年齢，長期勤続，低学療の者が多い部門が

あるとともに，他方においては， これと反対に，岩会ド紛

で短期勤続でしかも学歴は高いえ苦が多い音I)~が対極的に

存在しているという事災である。

(2) 企業内教育の沿革

この工場において，企業内教育として，カを注いでき

たのは，戦前においては，技能工の養成と，下級技術員

の養成であった。 この中，技能工の養成は，その初期

(1 917 年~1922 年〉におし、ては. Out-the job training 

の方式で行ない，工業学校に委嘱の形式をとってきた。

そののち，企業みずからの手でおこなうこととし企業

内養成施設を利用することとなった。

しかし，この企業内技能養成も，この工場の長い際史

の中では，種々の%をとっておこなわれた。

大別すると，初期の段階では，一般義務教育の補習と

しての教育方式をとり，そののち，しだいに技能養成に

カ点をおくようになる。

前者の形をとったものは，第 i次i世界大戦渡後の 1ヲiヲ

~1926 年の関における「養成ヱ補習学会J であり，後者

の形をとったものは第2次世界大戦から終戦直後にかけ

ての 1940~1947 年の飼における「工場養成工教育」で

ある。

前者においては，大戦の影響による労働力不足に対処

するため，終準技能労働力の灘保をねらったもので「募

集機工の笈の低下に伴なうj幼年者の養成をねらったも

のである。

後者は，戦時中の技能労働力の不足に対処し，技能工

の短期大量養成をねらったもので，戦時労務動員政策の

一環であったポザシ{としての技能養成令にもとずくも

ので，戦後の労働基準法による技能者義成規程の成立に

いたるまで，存続した。

他方において，技術員養成も，第2次大戦下において

行なわれた。戦時における技術者の不足は，企業内にお

いて，この穫の教育の必要を生ぜしめた。そのねらいは

とくに，現場において技術指導にあたり，また問時に現

場作業の監督にあたる下級技術員の養成であった。この

間の事情について，会社はこの穣の教育の必要性につい

て，こう説明している「技術関係者については，使用制

限令がしかれ，採Jflに制限が加ったので，製紙工場作業

に主民主さな学術技能をもった技術負を議成することJを目

的とする。しかし，この技術長養成は，種々の形をとっ

て行なわれた。

その iつは，中学校卒業者にたいする技術員養成教育

で年間の教育を授け，かなり高度の知識を授けるこ

とを企図したものである。

その2つは，その養成の短期イとであって，期間を4ヶ

月もしくは9ヶ月に綬絡し，また教育の対象をかならず

しも中等教育の学卒者とせず，勤続年数が所定にたつし

たものをもって有資格としたG 前者は. 1943~1944年の

捕におこなわれ，後者は，戦争末期段階の 1943~1945 年

の間においておこなわれた。

しかし，戦後の段階においては，終戦によって外地か

らこの企業の系統の荷積の工場から大量の技術者，技能

工が復員し，帰還し，引揚げてきて，この工場の人員は過

剰lとなったので，あらたに企業内で養成する必要がなく
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なり，技能教育を積極的にすすめるにいたらなかった。 は戦後の新rLI;去をけい機として，廃止された。しかし，

このため，企業内教育は停滞状態となり，投手i首長成は， 新制度下でも技能蕊成はあえて積極的にすすめられなし、

終戦時に溌11::されたままとなった。また恒三校の技能王室成 ままの状態でこんにちにいたった。

A工場における企業内教脊の沿率一覧表

Eヨ

i謹

長寿

(工場t提供資料)

(3) 技術革新の実態

まず，工場における技術卒新の実態を切らかにしよ

う。

この工場における技術革新は，新プラント立地にみら

れるような新技術設備の同時の全面的新設と異なって，

i羽生産工程の中に部分的に新技術を導入することにはじ

まる。いわば，技術革新の部分的漸進的採用である。こ

の工場における技術革新は，ほぼ 1954年頃ーから 1959年

頃までの間にその大半がとりいれられた。新技術の導入

のプ口セスは，大体つぎのとおりである。

まず，そのはじめは 1950年における原木の調子供工税

の機械化であり， ，具体的には， ドラムパーカーによる

原木の皮はぎ作業の機械化であり，作業の能率化であ

る。ついでは，砕木工程の大型機械化であり magazme

grinderによる砕木作業の機械化であり，能率化である。

この砕木作業の機械化は， この工場では 1952年にとり

いれられている。このような潟水や砕木の工絞の機械化

は，原賀郡門における従業員の大半をしめていた筋肉労

働の仕事から，機械操作もしくは機械運転計器主主視作業
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の仕事へと質的転換せしめるものであり，企業の録用の

質的E請に与える影響は大きいものがあった。

しかし，製紙工場における技術革新の特色は，化学品製

造工業としての生産における化学的処潔工程の機械化，

迷続化，そしてオ{トメ化であるわけであるが，この工

場では，この技術変化が， 1954年頃からはじめられた。

すなわち，まず精製，配合工程における機械により，人

的操作を排除し，原料の化学的自己合，言語懇の工程を計器

化し，そして，これを通じて，作業の波紋化を図った。

これによって，労働の;議および笈はいちぢるしく変化し

た。この工場の配置人民はこれによっていちぢるしく軽

滅された。 また，ここに配属される人員の仕事は， p.十器

庭教L数理的統計的操作の頭脳作業となった。かかる工

校の技術的変化の具体的例としては， 195岳年における各

種主 Screenの機械化， S.P.および S.C.P.府高迷皮のジ

ョノレダン運転の開始である。そしてさらに連総ど{タ{

作業の完成であるo 1957年には，原木の分解工程が述絞

fとされ，連続蒸解裟授が完成され，この作業がオート化

して，中央自動制御!主主による remotecontrolが行なわ

れるようになって，この工程の完全自動制御化が実現し

た。こうして，抄紙原料の機械化，迷統化，オートメが

すすめられるとともに，この工場の生産工程の主主き部容

である抄造部門がつぎつぎと大型機械化され，作業のス

ピード化，能率化がし、っそうすすめられるにいたる。

また，この工場においては， 1957年に 5.280m 抄紙

機が導入されたのをはじめとして， 1960 年以後も大型抄

紙機がつぎ、つぎととりいれられるにいたる。そして，こ

の新型の papermachineの下には，計号号車ま鋭的作業を

ヨミとする仕事が中心で，これには工業高校以上の若年憾

の学卒者が配泌される(学部紀要No.8)0

以上にみるような技術革新下における職務，作業の質

的変化および企条内の労働力構成，労働資質の変化に呼

応して，企業内における従業員の教育もしだし、に，その

重要性が認識されてきて，企業内教育の:湾総}おがとりあ

げられるようになった。

しかし，技術革新による企業内教育の転換はすぐには

生じなかった。食業内教育の全商的転換が生ずるように

なったのは，それより数年おくれ， 1960年頃になってか

らである。なぜであるか，その理由としては，この工場

における労使関係の変化がこれにえいきょうしている。

技術卒新は，新陥労働力の均衡~係をかえ， I日米の年功

あるいは技能労働者や高年齢の筋肉労働者に代わって，

若年齢層の高校，大学卒の技術労働者の作業のウエイト

が大きくなってきた。この変化.新!日労働力のうと替は，

職場における従業員相互の関係，労働組合における集団

の力関係にえいきょうしやがて年功制鐙金序列にたい

する批判をめぐる開題を生じ，労働組合内に集団組織の

対立を生じ，組合の蹄争，戦術にたいする内夜批判が生

まれ，これが労使関係に波及して，長期にわたる大きな

争議に発燥するにいたった。(詳細は，日本労働協会調

査研究資料 No.12) 

このような事情から，iE:業内教育は，この長期争議過程

をへたのちにようやく労使関係の安定化を図る意図をも

含めて，いちだんと力をいれて実施されるにいたった。

(4) 技術革新下の企業内教育

以下， この工場における企業内教育の現状について

のべよう。

企業内教育の主体としての組織は，まず， 1960年に，人

事部人事課に設けられた委員会組織を遜じておこなわれ

た。そののち， 1962if.になって，人事部内に，独立した訓

練担当機関として教育訓練課が設けられた。現在におけ

る教育訓練諜は，厚生，人事，労務の般の談とともに人事

部に所属し，教育委員会は，次長に直属する。

人事課は，採用，昇進，退職などの人事および給与を

掌り，厚生課は，福利厚生関係の施設を掌り，労務諜は

作業，安全，衛生などの労務管理を者全り，教育訓練議は，

従業員の教育訓練を挙る，というような職務分掌となっ

ている。

ところで，技術革新下の企業内教育は，今日の段階ま

でに，つぎのプロセスをへて行なわれた。まず，はじめ

は， 1960~1961年の同年間におけるこの工場内の「教育

委員会Jが指導伎をもって行なわれた教育であり，その

のちは， 1962 ipにはじまる教育訓練諜の活動である。

技術革新の下における工場内教育委員会を仁I~心とした

金業内教育の組織化は，1960王手においておこなわれた。

まず，工場における「教育基本要綱Jを定め，教育の

基本方針を切かにするとともに.その実施，運営のため

に，その組織をつぎのように設けた。

すなわち，まず教育の呂的として， r技術本新の情勢
に対応し，従来の職務を遂行するのに必要な知識と技能

を養成する，従業員の一般教義の向上を図り人格を陶治

する，健全な人間関係を磯立し，能率の増進と安全のj勾
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上を図り，従業員の志気を昂揚するj。

このような方針の下で，まず組織化の前提として，教

脊の支任体制を磯立する，すなわちその原郊として「管

理蛇餐者は，つねに職場，職務，個人について教育訓練

の必婆点、を把援し，適切な時期に効果的な方法で、それぞ

れの支任にもとずき」教育訓練を災施しなければならな

いとする。しかして，それぞれの支任体制とは， ~議制組

織にもとずき，部長，課長，係長，級長，組長の各レベ

ノレでもそ才れL そぞ?れの音部i日:芝諮:や綴織a~務主や領j域或内で

練をな-ずずことをさしている O そこでーかかる方針の下で

企業内教干害者を推進する組織として，この工場では，つ

ぎの機構を設けることとした。

まず，工場全体のレベルでは，工場内教育委員会を設

ける。そして教育委員会は，委員長を勤労部長とし，委員

は，人事課長およびそ子部教育委員をもって構成する。教

育委員会の性格は，諮問機関であり，その仕率は，およ

そつぎのようなものである一一山教育計額の企画切各

部教育計闘の調整問教育訓練の調査研究ぼ)教育訓練

の実路状況の調査 (5i教育訓練の苦手j泉測定

つぎに，部のレベノルレで

この組織の仕事は，つぎの点を審議することがおもなね

らいである一一山部内教育訓練の災施間部内教育の実

施状況間部内教脊の研究，教育の効果測定一一構成員

は，部長，課長，係長，指導員からなるc

つぎに，諜のレベノレでは i殿場教育研究会jさと設け

る。ここでは，線内の教育訓練のあり方を検討する。構

成員は係長，職長，組長，指導員である。以上の組織を

図式化すると，下図のようになる。(1960年3月現在〉

工場内の教育体系は教育の対象別に，つぎの数種の教

育方式からなる。すなわち，新入社員教育，一般従業員

教育，技能教育，監督者教育，管理者教育，などであ

る。

このうち，新入社員教育は，新期採用の従業員にたい

する「綴湯況陸後の自己の職務を遂行するに必要な知識

及び技能の語署長を図る」ことをねらいとしている。

また，一般従業員教育は，一般従業員を対象とした教

設教脊をねらいとしており i絞i済，社会，文化等ーに隠

する理解を誤記め，当社の社会的支任の自党，並びに従業

良としての教誌の向上を図るj ことにしているα

技能教育は，従業員全体を対象とした技術・技能の修

得をねらいとした教育で，なお技術知識の教育，技能の

修得とともに， t1;理上の教育，とくに作業能率，品質管

迎， )}jtfuli管理などの教育をも行なうことを企図してい

る。

また，監f望者教育は，係長，職長，組長のクラスのも

のにひっよらな教育をさずけることをねらいとし，管理

者教育は，課長代理以上の者に対する知識，技能の教育

をねらいとしている。

しかし，このうちで，とくに，力点、をおし、たのは，技

能再教育であった。この教育は，じっさいの運営では，

総長および一般従粂良を対象として，新技術に対応する

技能符教育なおこなった。講師は，課長，係長，職長お

よび技術スタップがあたり，期間は 1960~61 年の両年

間にわたって行なわれた。一般従業良の約80%が，じっ

さいにこの教育の対象となった。教育対象者は級に

つき約 20~30 人をもって構成した。そして， 1日約2時

間1)遡2図を原則として就業時罰外に行なった。その

教育期間は， 5~10 月の約 6 ヶ月間であり，これを数回

にわたってくりかえした。

技能I等教脊は，原則として部ごとに，講座を設け，あ

わせて63務践が設けられたーーすなわち，原資;蒜j慈，抄

造講座，設計工作総民主，活気講座，汽力講座，山林講座

である。それぞれの議践によって，講義内務は恭子異な

るが，共通していえる点としては，当該生産工程に掬す

る技術理論，およびi刃速する他部門の技術理論，機械装

鐙の構造に関する知識，およびその操業方法の教育を授

けることをねらいとしており， i理論と実際商を教脊し

て臼予言作業に応用する能力を与える」ことを企図してい

る。

各議肢ともテキストを作成し，これを受講者に配布し

ている。このテキストは，教育の担当にあたった各講師

が講義内容をど，受講者の現解能力にそってわかりやすく

執筆したもので，きわめて会霊長の災僚にそくして作成し

8 -
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てあるの めると，計l*関係の知識，自動制御にかんする知識，綴

技術革新下の技能教脊として，新規性のある点をもと 電関係の知識の教育なとやがめだっている。

議 fli 名

原 E霊"帯感

抄五主;草原

設計工作濃路

電気;革政

汽カ"， l'li 

¥JJ 林議

;il/i !ffiの穣煩 j史 n Jf~式

総識、E主f支部全般にわたるもの)Iテキス?セ使用し議1¥:式と
各議(各i革命単位とするもの) Iする

教育対決

fNt誇1:1司
一政作業主まは需主君苦

テキスト;f(使用 L，議諸式 iーコース 150人
とす句る

各係のlltllこコース帝IJをとる

ぬ株主も~機l或上王子育コース
③伐11-¥8長送事業コース

@検i奴業務コース

④土地ft山村~'i"i入コース

③航空写災コ一二ス

@内燃機関コース

⑦山林常識コース

テキスト i史明

アキストi克明

①l主立カJ罪深潟
③l土， 'iTI劾望J探民

③;ヱ立iYi所長室

φ作業係員，地E主主任クラ
ス約10人

③検1&係全長

③互選抜， 約10人

③i翠技5人

⑥ 15人

⑦希望者

方法

Z1 

(ji)係長l土， lllJのゼミ'trfJなう
ぐ吉)テキス N土7月初旬までに作成

(4)ff号始{土7月第2i患とする

各コース辺 1悶とする

3担問i土7月初匂-10月末までとす
る

(i)I土.rrr終日常作業にi露合したも
0) 

(2l(土， 't立動機の応用

配'i1!猿，

ラス

@6月下旬の中 E民間，現場

③各出張所にて行なう
4 月下勾-5 月上勾のn~2日間

@山林現場議滋(5 Jl下旬7131笥)

⑤事務所， 2日fb1

⑤社外教育， 8月1カ月

⑦巡1[，講演式

また安全教育は，教育対象の基準として，躍を税者安全 教育としては，つぎの3つがある。

教育，指導良主主成教育，一般従業員安全教育の三つの種 すなわち，その 1つは，組長以下を対象とした技能再

類に分けて行なっている。 教育であり，技術卒新に対応した技術，経営に関する教

すなわち，厳督者安全教育は，係長以下の監督者とス 育であり，これを「技能近代化教育」とよんでいる。こ

タップを対象としグノレ~プが1O~15 人を単位とし， の種の教育は， 62年末までに3閲行なわれている。

人事課長が講師となって行なっている。原則として，就 その2つは，新入社員教育の再編成である。とくに，

業待問内におこない，講習時間は午前 9~11 時，午後 2 大学，高校の学卒者の新規採用者にたいして，従来の教

~4 時の 2 間に分け， 1 人 1 臼 2 時間とし， 5日間にわた 育方式をかえ，教育内容を教科，実習にわたって徹底し

けて 10時間講習としている。 また教育期間を延長してその教育の質的変化をこころみ

安全教育指導員養成は，各部より推せんされたインス ょうとしている。

トラクターを対象とし， 1 グノレープ1O~15 人を受講単位 その3つは，駿替え号，管理者教育であって，係長以上

として， 1S 81時間(午前 8~午後 4 時)， 3日間で24持 課長クラスまでの教育の再編成で，従来の定型教育方式

間務省としておこなう。 であるところのTWIやMTPのほかに，企業の実情に

一般従業員を対象とする安全教育は， 1 グノレープ 20~ そくしたものを行なうことをこころみている o1962年末

30人を単位とし，講義式でおこない， 1日2時間30分， までに，係長クラスの教育者を2回，職長クラスの教育

午前，午後の2田にわけ2S間で5時間講轡として実施 を3回行なってきた。以下，その主なものについて説明

する。 しよう。

つぎに，工場内に教育訓練諜が設置されてからの 1962 (A) 技昔話再教育

年以降にわたる企業内教育についてのべよう。この新ら この種の教育は， 1962年に3回にわたっておこなわれ

しい教育体系の下において，とくに重点的に行なわれた た。すなわち，

-9-
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モデノレ技骨量教育 2月 5 日 ~3月27日

近代化技能教育第 l回 6. 11 ~ 8. 11 

ク第2同 9.24 ~10. 20 

この中 rモテツレ技能再教育jは，受講者 18名につい
て行なわれた。受講時間は，合計で300時間であり， 35 

E在学191時間，実技10ヲ時間となっている。基礎講座と

専門講践とのこ稜に分かち，科目は，保全， "十器，電機

にわたっている。内わけは，保全 96 時間(~学 30 時

間，実技66時間入計器 134時間(疫学 104時間，災技

30時間入電機70待問(巨在学57時間，実技 13時間〕と

なっている。

このそデノレ教育を基として，軌道化したのが「第 i間

近代技能教育」である。この教育は， 9週間， 378時間に

わたっておこなわれた。講座は沼気， 1保全，計器の三三

講座を中心としており，このほか，講話，研究会ももたれ

た。待問配分は，屯気80時間，保全74時間，計器90時

間，講話その他63時期，見学71時間となっている。

第 11ヨ技能近代化教育についでおこなわれたものは，

「第2剖近代技能教育」であるが，これは， 9月から11月

にわたる期間て、 10週間にわたっておこなわれたぐ 講座

としては，主立気講座，計器議!返，保全講座，プ口セス等

議康および講話，研究会等である。待問数は，全部で，

420時間，そのうちわけは，電気93.5時間，計器 110時

間，保全86.5時間，プ口セス等47時間，講話等83時間

となっている。

科目としては，電気講座では，基;1燃理論，主民主義材料，

安全対策，基礎交流玉虫論，工作物規定， zg灯照明，工場
電力設備，霞気機探，継:電気，保護裟蜜，電気工事.，定

子管，半導体，電動機運転保全，抄紙機，迷度制御など

である。また計器議~では，基礎単位，シンボノレ，温度

計，流主量5十，圧力主十，液麗言十， PH言十，水分計，濃度計，

官庁蚤， ]重量計，伝送指示H，自動制御理論，調節計， 自
動制御の笑際などとなっている。

また，保全議践においては，機械製区1，潤滑予手IJ，ベア

リング，日常検査，軸受，ポンプ，工兵種類，エアーコ

ンプレッサー，変速機，減速機，パッキングなどとなって

いる。さらに，プロセス等講座では，原質， :t少迭のプロ

セスの講義，品質管理，蒸気，試験などからなる。

(B) 霊E督者教育

軍主督者教育は， 定主主教育方式としての TWIのほか

に，企業の突憶ーにそくした独自の教育を行なう。すなわ

ち，とくに係長クラスの教育と，織長クラスの教育をお

こなっている。

「係長教育Jは， 1962年においては， 21現にわたって行

なわれた。第 l部は， 11月の2313，24白の両者に集合教

-10 

すとしておこない，またU~2 関は， 12月7日および8河

にわたっておこなわれたの講義の内務は，設近の産業情

勢，最近の労働事情，人間関係などについての講話で，

議師は社内の部長クラス，および外部からの議締であっ

た。受講者は，第l回が係長全員 46名のうち22名，第

2留がのこり 24名について実施した。

また， r職長教育Jは，第 1@]は1962年の10月 15日， 16
日， 17日の3日間にわたっておこなわれ， :l土の研修会館

を利用して築合教育を行なっ1.::.0 受講者は，事務部門4

名，原資部 11名，抄造部7名，施設部8名，動力部 11

名，山林部 i名，計42名であった。講義の内幸子は，抄

造，原資，技術の部長の講話のほか問題解決の方法(ケ

ース，スタディ)，職場と家庭とのむすびつき，などがテ

ーマの講話として行なわれた。

第2回の職長教育は， 10月29，30， 31日の 3民聞に

おなじような方式，内容で集合教育が実施された。受議

者は42名で，事務部4名，原質部 13名，抄造部6名，

施設部6名，動力部 12名，山林部l名で、あった。

(C) 新入社員教育

技術革新に対応する企業内教育の数点は，技能の近代

化，主主管者の教育の符編成とともに，もう一つ力をいれ

るのは，新入社員の教育，とくに大学，高校の学卒者の

教育である。とりわけ，将来の管潔者層となる大学卒新

規係用者にたいしては，あらたな重点的教育を行なうこ

とを企図し，その内容の充実と教育期間の延長でこの教

育の再編を期している。

ざいきんにおけるうごきをみると， 1962年の新入社員

教育としては，従来2週間とし、う教育期間を延長し，事

務系は2ヶ月技術系は半年間とした。数字干の方式として

は，はじめ i週間の集合教育を行なったのち，各部をロ

ーテションして，工場内現場実習教育を行なう。こうし

て生産現場の技術笑態を理解するとともに，現場におけ

る人間関係をも十分理解させ，従来のおざなりで形式的

な教育から脱皮して，突銭的な充実した教育を実施する

にあるとしている。はじめの集合教育における教育内容

をみると，工場概況，労使関係，就業規則，福利厚生，

各部生産工程，生産設備，安全衛生教育，日本経済と業

界の将来などが，社内の部長クラスを講邸としておこな

っている O

高校学卒者にたいする新入社員教育は，集会教予ぎを l

週間， 1 13 8時間で行ない，入社にあたって習得すべき

基礎的な知識を援けることをねらいとしているc そのヨミ

なものとしては，就業規則，労働協約，主主金規則，福利

浮生，工場の沿革，工場概況，労働衛生，安全，織階制

各種製造工程，および見学となっている。議獅は，謀長
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者が多く，しかも，年齢が潟くなるにつれて，勤続年数

もがし、して長くなっている。とくに，係長，職長のクラ

スのひとびとには，長期勤続表が多い。

まず，受講者たる一般従業員の勤続年数機成をみる

と， 10年だいのものは全体の56%をしめている。これ

にたいして，職長クラスの勤続年数はややたかく， 20年

だし、のものが全体の60%をしめている。さらに，係長F

ラスにおいては20年だいのものが全体の60%をしめ，

なおこのほかに， 30年以上勤続のものが22%もいる。

もしくは，担当係員があたっているの

受3持者の属肢をみるに，技能教育をうけた組長以下の

一般従業員66人のうち，その年齢は30歳代がもっとも

多く， 65%をしめる。また， EE録者訓練をうけた職長

123人の年齢構成は， 40歳代がもっとも多く， 57%をし

める。また，おなじくEt督者訓練をうけた係長45人のう

ち， 40歳代のものは， 55%をしめている。

また，受講者たる労働者の属肢は，勤続年数において

けん著にあらわれている。一般的傾向として，長期勤続

技能教育および監督者教育受講者の属性(年齢と勤続〉

9 

12 5-9年

1日-14年

15 - 16 年

20 -24 ije 

25 -29年

30 - 34年

;十

35年以上

(.設〕

く混〉

り，高小が64%をしめている。なお，企業内教育機関と

しての工員義成所(略して工芸室)，技術員後成所(揮各して

校長)の卒業者も監督者クラスにはかなりいて，とくに，

職長クラスでは，工議，係長クラスでは扶養の学墜をも

つものが受講対象となっていることがめだっている。

調査対象となったB製鉄工場は，わが国でも有数の大

工場である。 1909年創業以来日余年の膝史をもち，高

度の主主主主技術の下で，銑鉄，鏑滋，各種鋼材，化学製品

などの製迭をいとなみ多角経営を行なっている。

生産工程は，化工部門製鉄部門，製鋼部門，圧延部

門などに分かれる。化工部門は，溶鉱炉で使用するコー

クスをつくり，さらに，化学薬品，化学肥料をも副次的

に生産する設備のある部門であり，製品としては，コー

-11一

事例調査(その2)

工場の投格

確
皿

(1) 

つぎに，受講者の学燈構成をみると，一般従業員の学

際構成は，総長，係長の!習にくらべてややたかく，新制

高校や!日制実業工業などのや等教育もしくはそれ以上を

うけたものが81%もしめている。これは，技能教育の受

講対象をとくに，組長もしくはこれに近いクラスの者を

えらぶために，とくにこの点にしぼったためとおもわれ

る。

受講した職長の学目震構成をみると，そのうち77%が高

小卒であり，上記の受講対象とくらべて対照的である。

係長クラスの学燈構成もほぼおなじ傾向をしめしてお

計
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クスのほか， 化学薬品として，ベンゾーノレ，コ

ーノレターノレ， コーノレターノレ分際製品， ターノi〆関空

類，ターノレ基坂類，硫酸，硫安などが製造されるC 製鉄部

門は，鉄鉱石から，銑鉄をつくる溶鉱炉を中心とした設

備をもっところである。製品としては，製鍬用銑，鋳物

用鉄，特殊銑がつくられる。製鋭部門は，銑鉄(溶鉄〉

を精練して鋼をつくり，エ子炉，車三炉を中心に鋼塊をつく

るところである。また圧延部門は， w縄塊から各種の用途

に応じた鋼材をつくるための分塊圧延機，各機圧延機さと

中心とした設備のあるところであり，その製品としては，

厚板， 床板， 中板， 芸事板， 千青銅， j隠材， 王手成品がある。

工場の総織は，所長の下に部，諜があり，部としては

総務，労働，経J!!!.，業務，管理，製鉄，製鋼，化工，工

務の部とこのほか研究所，t商務がある。
従業員は，職員腐と{乍業員層に分かれ，職員腐は，事

務職員と技術職員からなる。また，作業員は役付作業員

層と一般作業員!習に分かれる。企業内における従業員の

層別化は，さらに職階によって細かく峻別されている。

すなわち，職員!習においては，工場長→次長→部長→課

長→謀長代理→掛長→主任→担当係員→檎助機員という

綴階系列が形成されており，また，作業員の問において

は，組長→依長→中堅→一般作業員の階層系列ができあ

がっている。

現在，従業員は，約 10，000人いる。このうち8，000人

が作業員で，のこりが事務，技術の職員である。作業員

の大多数は男子で7，950人を数える。

労働者の属性をみると，職員層にくらべて，作業員総
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の年齢，勤続年数が男女ともたかい。すなわち，男子ーで

は，職員の年齢は平均して 30.4歳，勤続年数は平均し

て8.8年にたいし，作業員の男子の王子均年齢は34歳，

勤続年数は 12.4年を数える。女子についてもおなじ傾

向がみられる。すなわち，女子職員では，平均年齢25.3

歳，勤続年数6.6年にたし，女子作業員では，平均有三齢

33.8歳，勤続王手数 12.5年をかどえる。

このように.年齢が一般にたかし、。しかもこれに比例

して，勤続がたかいといういわば大企業労働者の終身f雇

用的性格をしめしている。

労働力構成 (1962年 4月末現布)

人 をk 勤続1t数 3f'-J'j':ド紛 扶養子家品、

1， 444人 8.8斗 30. 1.6人

務h: 385 D.e 25.3 日.1

1，829 自.2 29‘1 1.2 

7，956 1日_5 34.0 2.4 

雪雪 女 151 12.5 33.8 0.3 

Eヨ J十 8.107 10.5 34.0 2.3 

ノ口'- ぎ 9.936 10.1 33.1 2.1 

以上にみるような労働力構成の特性と対応して，主君金体

系も従来は，年功序列制による賃金決定のたて前をとる

ものであった。 1962年4月の改訂前の賃金体系は，基本

給，業綾子当，業務手当，家族手当，その他の手当から

構成されており，この中，基本給は，学際，年齢，勤続

年数，職務能力，勤続成績をかんあんして総合的に決定

するとし、う算定方式であったが，じっさいには，年功序

列による決定の方式をとるものであった。業綴手当も，

能率給といわれているが実質的には団体奨励給的性絡の

ものであって，その配分の方法は，基本給にリンクする

部分が大学をしめるものであった。

ところが，技術革新による影響のため，年功制にたい

する反省が生じ，職務総的要素をとりいれようとするう

ごきが生じてきた。職員般の賃金体系は，なお年功序列

館の色彩がこいものがあるが，作業員約については，そ

のy1{1益決定に職務給的牧絡をfとりし、れようとするうごさ

が生じ.1ヲ62{f'. 4 jJに賃金改訂がおこなわれた。

この.1I':楽における賃金制度のめzy，ーについてみると，ま

ず 1957 年に，業総~{手当の配分決定i美奈ーとして I1臨海対価点

をとりあげている。当時の 'J~'llfについて会役倶1]の説明に

よると， Iこれは， 1957年当時から，新しく合淑イとされ

た設備の運転が開始されて，その操作労働者が，従来の

熟練労働者に代る若年の技術労働者滑による必姿性が橋

大し，その採用者もふえてきた。こうした新しい事態に

却応して，作業の禁主主に応ずる給与という考え方を導入
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するひつようにせまられたからであるJ。しかし，当時の

職務的要素の導入は，きわめて務定的，形式的なものに

おわった。その理由として.i当時はまだ，独立の尊義務給

という司王にまでふみきる条件や体制ができていなかった

ので，業緩手当という能率絵の配分婆繁として，きわめ

て総本トな形でおりこまざるをえなかったJ。 その企図す

るところは，当初は，業績手当のうち，その 20%を職務

点にリンクしてわり合てるということで出発して，その

のちしだいに， この割合を拡大してゆき， Iある時期が

きたならば，独立の職務給にきりかえようという方向を

一応?限定して験務点、を設けることとしt-=Jということで

あったっしかし，この笠余決定方法には，稜々の問題点

が存在していたっ

(11詳細のぷ惨としての職務分析や職務詳細肉体が，企

業全体として統占的に実随するうえでその現実I郊で微々

の難点が介:夜したこと， 12)糾価方式が復*ffiすぎて， ‘荷主
従業員に閥解されにくかったこと.(::1総合が総務点;¥11¥1支

にたいして，つよい反対をしめし，運営上の悶英霊が生じた

こと， (会技術革新の進行中には，職務の実態が日々にか

わり，職務の分析がすぐ実態に即しなくなること，しか

も分析の followupが十分に行なわれなかったこと，

似評定要素それ自体の中にも問題があり，その論道的未

整玉虫の点があったこと，しかも，格付等級があまり細分

化されすぎていること一ーなどの問題，夜、が指摘され反省

されたので、あった。

賃金体系の新しい制度は，かかる問題点の反省のうえ

にたって，つぎの改訂会おこなっている。その lつは，

企業全体にわたる統一的な職務評簡をおこない，しかも

言平{阪の基準がより一勝企業の実j清にあうものにするこ

と，その2つは，許綴方式をわかりやすい簡明なものと

すること，このため. 9つの評価要素を整理して5つの

評価要素としたこと，また等級 15~20 の医分を 5~7 等

級に裏金瑚したこと，第3には，職務言平仰iの実施には，組

合との irr~合の滋ねで，その意見をとりいれて行なったこ

と，めん41こは，従来の職務点の移行指佼をとって，新111

制度の実施にあたって際擦のないようにつとめたこと，

などであったひこの'1'.職務，ifutli安楽については，従来
の 9 つの喫茶~，すたにわち，全日ぷ，将兵~\.応用性，心的Ij.\主

張，肉体ft荷，災害危険，環境条件. -~業務idL 指導i紘

'1むな{下のうち，矢ll，rriY;.熟練，心的緊張，肉体負荷，環境

の5っとした。すなわち匁J，裁は，恭礎知，fAA，業務知識を

あわせて一元化し，また潜熱は，その中の身体的熟練と

応用伎をあわせて，熟練とした。つぎに，環境，災害危

険は， リスクの可能性の成立場所が環境自体にあるとこ

ろから環境条件として一元化した。そして，責任は，職
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務自体からははず令して別個のそF当としてとりあっかうこ

ととした。

しかし，このような新食金体系にも大いに問題があ

り，職務給を設けたとしても，なお従来の基本給部分は

年功制にもとづくものであり，職務給のウエイトも主主金

体系の質的変化をみるほどではないこと，職員隠は従来

からの年功序列制によっていることなどである。

i院本総

業{謀本給 lJ Y ケ

空i1附紛 3 ンケ
当 1- 11' 

業務手当

家族手当その他

合 言十

改訂自立 j 改訂後

2.6 

100.0 

2 5 

100.0 

しかし，ここで、指摘したし、ことは，賃金制度それ自体

を問題とすることよりも，賃金制度が昇進制度や教育制

度と表災一体となってはじめて大いに効果があがるとい

うことである。労働力の管理が全体として，賃金管理

にかぎらず，雇用管理，教育管理が，有機的に一体化さ

れてはじめて効果があがるということである。この間の

事情について「織務給は，給与制度として存在意義があ

るのではなく，やはり昇進制度，要員制度または，教育

郷度と表英一体となってはじめて大きな効果を発揮しう

る，いまかりに昇進制度についてかんがえても，低い職

についた者は，一生低い職につき，高い職についたもの

は一生高い磯について，いつまでもかわらないというの

では封令進のゆきづまりであり，頭打である，むしろ低い

織務から高い職務に昇進してゆきうる制度を確立するこ

とがたL、せつで，このためには，こんご資格制度や教育

制度を賃金，弁進とあわせて検討するひつようがあるJ。

(工場説明)

(2) 技術革新と労働資質

製鉄業における技術革新は，その生産工程の変化な通

じて労働の質的変化をもたらした。

ます!E延工程においては， lE延機械設備の近代化，
すなわちこれによる作業の連続化，スピード化にともな

って，人員が削減され，人員配l震が合理化され，労働者

1人当り労働生産性がし、ちじるしく増大した。!E延設備

の大型化と自動制禦イヒにともなって，従来みられた高熱

の下でのE堂筋肉労働はなくなり，また，作業の連続イとに

よって，部分工程間の手作業労働による操作はなくなり，

労働者の作業分野は縮まり，人間の作業は附随的なもの

となってしまった。これまで君主労働とされていた手動式

圧延においては，短時間で震設物を処疎令する技能がひっ

ょうとされ，このためには，多年の潤にきたえた強じん

な体力とつみかさねられた経験によるところが大きかっ

たが，新しい設備のもとでは，この穫の労働によるとこ

ろがすくなく，むしろこれに代って新しい作業労働，す

なわち，作業段取り，計器監視，調節器操作，機械運転

なとやの作業にかわってきている。

こうして新庄延工場においては，作業労働は， ]重量筋

肉労働約なものから，頭脳的数視労働にかわってきた。

しかしこれと問時に，圧延作業のスピード化にともなっ

て，削減された人員配憶の下で，機械操作，監視労働の

精神的繁張度がたかまってきたο また，機械設備の潟度

化にともなって，故障のさいの処理がむずかしくなり，

機械保全に従来より高度の能力をひつようとするように

なってきた。

製鉄工程における設備の近代化は，炉容の拡張，附属

設備の改良， 1合金技術の高度化という形をとってすすめ

られる。炉容の拡大にともなって，出銑f立が士教大する。

炉操作にあたっては，計器による観測と，これによる判

断にもとづく炉の操作がおこなわれる。すなわち，あた

らしい高炉においては滋度，原料配合などは，温度計を

はじめ種々の計器で自動測定され，これによって熱符現

がおこなわれる。しかし，高炉の自動制禦化は，あまり

すすめられてはいないG 計器操作があたらしく加わった

が，従来の労働がなおかなり支配的である。炉前工とし

ての高熱議筋肉作業はなおいぜんとしてのこる。他方，

高!E送風，酸素吹込みによる製錬時間は短縮されたが，

/:l:l銃密数は増大してきている。また，炉体状況を判断す

る作業もむずかしくなり，その厳密性が要求されるα そ

してさらに部産物の多角的生産によって，作業労働も積

々に多様化する。

製鋼工程においても労働の質の変化がひきおこされて

きている。司王炉においても，炉幸子の大型化，酸素製鋼法ー

による作業，また作業自動制禦化などが実現しつつあり，

これにともなって製鋼時間が短縮された。原料搬入， ド

戸マイト投入の機械化によって，これまでおこなわれて

いた、ンョベル投入作業がなくなり，作業が自動制禦操作

となり，計器測定による作業が多くなってきた。また転

炉においては製鋼時間がみじかし、。しかも酸祭製鍛をと

りいれてから一人当り生産高は急激に増大した，そして

さらに純酸素上吹転炉になってから，この傾向はーj務増

大した。

製鉄工程の設備の近代化とともに，これに附ずいする

作業，とくに輸送作業の機械化，設備の合浬化もすすめ

られてきた。士卒頭荷役，工場内移送，原料の自動装入な

ど，原料の移入から製品の持出にいたるまで，輸送作業
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の機械化がすすめられてきている。手労働による荷役の 戦後ょうやく他の企業内教育訓練が活発になるにつれ

軽減，機関車のデーゼノレ化，自動車三轍装援の取付などで て，この学校方式による技能養成とその他の教育訓練と

ある。 の職務を分化しようとするうごきが生じ， 1ヲ51年に，工場

コークスから翻産物として生産される化成品の生産工 内で，副所長を長とする工場内教育委員会が設けられ，

穏においても計器監視作業が増大している。 この穫の職務分掌がなされた。そして，今日の技術革新

また，生産のスピード化に即応して，毒事務の機械化が の段階では，一廓，企業内従業員教育が重大化するにつ

うながされた。 IBMやその他の事務機械も導入され， れて，教脊訓練安全磁運営する担当組織の必要害性が増大

事務のオートメ化がすすめられた。これによって，事務 し， 1960年に，教育課が独立し，工場における従業員教

職員の一部は， ~書記的作業から，機械操作労働にきりか 育は，教育課と教習所で行なうこととなった。

えられ，資料の蒐集，およびこれにもとづく判断， :i食闘

の作業は，上の腐の職員に集中するようになってきた。

以上にみるように，技術専主主rr下のあたらしい労働の質

の変化はまた，企業内の教脊にも種々のあたらしい課題

をなげかけてきている。すなわち，作業の筋肉労働から

頭脳労働への変質，とくに圧延工程におけるこの積の変

化は，これまで職場で古参工員から学んだ経験による技

能の潔得をさほどひつようとしなくなる。機械操作，計

器測定作業としては，機械，電気にたL、する基礎知識を

むしろ一廓ひつようとするようになる。他方，事務職員

は仕革手の内容の変化に応じて，また事務機械の学習もひ

つようとなる。

(3) 企業内教育の沿革

従来，企業内教育としてもっとも力を入れていたのは，

作業員のうちの中銭たる技能工員の養成，および役付工

員の養成であった。そこで，従来において，企業がとっ

ていた教育としては，工場内技能養成施設による技能工

の養成であった。役付工は，かかる養成施設をE存えたも

ののうちから長年の勤続者で、あって統率力があり，技能

もすぐれたものを抜てきし，訓練するという方式をとっ

ていたので、ある。

技能教育の組織化，学校化は，この工場では 1938年に

はじまる。同年，まず工場青年学校として発足し，青少

年工員の教育を組織的におこなった。ついで、，その翌年

の1939年に，技能者養成会による技能者養成を開始，こ

れによって青年学校教脊のほかにさらに技能工としての

訓練を加えた。

また，下級技術員の養成としては， 1940年に「技術員

養成部Jを設けて，当時の甲種工業学校程度の内容をも

っ養成をおこなった。ここには，普通中等学校卒業者と

技能養成所を卒えた者のうち，成績がすぐれた者が入学

をみとめられることとなっている。

終戦により，技術員養成所は解消し，また技能養成所

も符綴成され， I従業員教習所Jとして， 1945年に再発

足し， 1946年4月から養成工教育を再開した。しかし，

(4) 技術革新下の企業内教育の課題

1955年頃より欽鍛業の技術革新は， 鉄鋼作業の一貫

化，連続イヒ，高炉;増設，生産工程のオ{トメ化，計器に

よる品質管理などの形をとってすすめられた。調査対象

工場においては， 1957年頃より，技術の変革が急速にす

すめられた。すなわち，第2次設備合理化として， 1957 

年9月に迷続鋼板工場が設けられ，つづいて翌年の 1958

年9月には， 4500M'/Hの酸素工場， 1960年 1ylには

平炉の新設，間年2月には，分塊工場が増設され，粗鋼

が， 105，000 引M の生産規模となった。ついで，第3次

設備合理化計画においては，粗鋼 1ヲ5，000T/Mの生産

規模をねらって合理化がすすめられ，あいつづいて高:J;P，

コークス炉，高能率のアン口{ダー，能力の高い転炉，

酸素発生機などの設備が増設または新設された。こうし

て，設備の合潔化，近代化を通じて，随所にオートメー

ションがとりいれられ，生産増大と品質向上の技術条件

の整備が行なわれた。

ところで，かかる技術革新の下で生ずるあたらしい課

題は，技術の変化に呼応する経営管理郊の体質改善であ

る。

経営管理面で問題となるのはつは，作業技術部に

おける問題である。すなわち生渡工程のオートメ化，百十

器の使用，品質管潔など，従来の技能労働の資質では十

分にこなしえない面があらわれてきたことである。長年

の経験の蓄積にもとづくカンやコツによる技能，技巧，

能力の限界を超えた問題が生じてきたことである。そこ

では，生産工程で，すくなくとも高等学校卒業以上のまま

礎的科学知識をもっ作業員が要求されるようになり，下甘

い年功の作業員の活躍の場はせばまってきたのである。

その2つは，組織の中の人間としての問題である。技

術革新による労働資質の転換，新!日労働力の交努， 11三条

内地位の比重の変化，これにくわえて，新!日世代のかん

がえ方のギャップが r甘い技能，経験のみに依存し新し
い知識，新しい意識，態度をみにつけようとしない役付

労働者(総長，侃;長など)の自信を喪失せしめ，統ヰえ
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カを脆弱化するにいたる。そして役付工員層の指導性の

欠除が，技術革新下ではむしろ一層露呈する。そこで，

問題はかかる生産技術面や組織内の人調関係をふくめ

て，この種の問題解決のための企業内教育訓練の改善が

生じてくる。企業における人間能力の開発 (rnanpower

development)の問題である。

つぎに，技術革新に呼応して，技術自体の開発のため

の研究開発がひつようである O この聞は，工場内でも研

究所を設けて技術研究をすすめるとともに，本社におい

ても，中央研究所を設けて，技術研究をすすめている。

技術卒新がもたらすもう一つの陪題は，市場販売管環

の隅題，マーケッテイングの関践である。販売f戸;:'JW，事

務干'l'}'~の技術の|向上がif(~な課題となってくる F

そして，最後に，経常管河f能JJの問題であるコここで

は，やはり topmanagementや midlemanagement 

の府における自己株発，教育訓練がil'~題としてとりあげ

られなければならない。

以上のような課題を念頭におきながら， .l'Ji¥1'E，工場内

の教育担当機関において検討している清子のゑ体的当術

の課題がある。

その iつは，フォアマン}習における教育の再編成問

題，作業長候補者教育の問題である。

この問題は，技術革新が直接ひきおこした問題であっ

て，技術革新が生じた当時，現場の第一線に進出し，技

術指導と作業監督をかねていた厳努技術員!習が，技術革ー

新のすすむにつれて，第一線からしりぞき，技術スタッ

プとして活動するようになった結果生じた問題で、ある。

foremanたる監督技術員のスタッフ化の理由としては，

穏々の点、があげられるが，その 1つは，企業内の技術研

究開発のすすむにつれて，技術員不足が生じたこと，そ

の2つは，生産現場に進出した高校学卒者の作業員の弁

進の問題である。これまで，企業内では，労務管理組織の

而で大きなギャッブが生じていた。それは， {I百三型望者熔

(総長以上)と駈持者層(志社長，紅Lfふ旅心)との問の

group leaderの欠除である。このギャッブをうめてい

たのが foreman としての !ít~:li行t支体.j~】むあったω ij主将j支

体l段の役前は，組長としての紋JiJ'!imiの統;f())が嬰止とさ
れるとともに， これにfJI1うるに，プラス・アノレアァがあ

った。このプラス・アノレブ γがなにかについては行 i二問

題があるとしても，それは，技術I吉!の指導を含む矢n~n'i弘，

態度，能力のi耐のものであった。しかし，この補てん部

分をヲiあげることにより，当然ギャップは再発するので，

これを充てんするには，これに該当する人間の教育，育

成をしなければならない。これが，鉄鋼業において問題

となっている作業長制度であり，作業主毛教育関惑である。

げんざい，部題となる作業長教育は，技術員との綴務の

機能分化を前提として，作業長は，労務管理箇， 1作業管

理面をいっそう強化して，技術面は，技術員の作成した

manualを浬解する能力があればたりるようにもってい

くように金爾されている。

第nt，従来の技能養成所の再検討である。技術革新
によって，クラフト的技能の必要性はしだし、に減退し

た。教潟所の教育効果は，投資閣からみてどれだけの経

済効果があるか，かりに教育投資として問題視したばあ

いにも，その効果については，種々問題がのこっている。

第3V土，管理者}替の教育問題である。げんざい， M.M.

C.や通信教育による教育方式がとられているが，その

I}祥子，方法は予1'-.1'1守で，企業の事情に即応せず，企業独

!作のプランをもつことがのぞまれ，その必姿が生じてき

ている。

第4は，技術民， iJj:務長の技術教育である。とくに，
昨今， 1首2理技術が進歩してきており，生産技術面のみな

らず，事務技術商の水準もいちじるしくすすんでいるの

で，これに対応し，この積の教脊を企業の内で行なわな

ければならなくなってきている。たとえば，産業工学

(I.E.入品質管理(Q.C.)，I.Bぶ1.Programmingなどで

ある。

そこで，この工場におし、ては今後の教育計画にあたっ

てかんがえる方向として，つぎのようなことが論議され

ている。 まず，教育の重点目標をどこにおくかである。

それは，経営組織の中の人間としての意識，態度と，自己

の職務を完遂する能力をもつことをねらいとすることで

ある，とされている。とくに，管王望者層においての企業

者としての，な識をもつこと，また一般従業員隠において

は，作業遂行能力を附与二するという点である。この[1襟

を実現し完成させるために，なすべき教育の内務として

は，若手入教育，作業管理教育，労務管;開教育の徹底イヒ，

令理化である。たとえば，導入教育としては，作業にあ

たってのi徹氏，心がまえ，また{ノlコ業ft1;l宇治iで、は，作業計

的j，作業実総，作業標準，作業管J!f1，安全， Jゑ術，資*~ぬ

trl; JfjlなとやのA(て、あり， また労務{f~;即今治1では，就業別l!lj ，

リーダーシッゾ， f'F:%i配佼， J1i:{!Z，労働時間などであ
る。

また，教ずれまヨモゴ長i什教育であることから:iI':業みずか

らの子で教育を実施すべきであり on-the-j ob-traini ng 

をたてまえとする。特殊な問題領域にかぎり，企業外に

依頼する。

そして，企業内教育の効果は，仕事を通じてあらわれ

る簡をもって評備する。この評価方法については，なお

客観的測定方法の可能性の問題がのこるが，被教育者の
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あたえられた職務の遂行能力をその人間の全体で把長選

し， これを;義清詰ド側の crieteriaとしていきたし、， とい

うのが今後の教育員十両ののこされた方向と検討すべき問

題点でーある， とされている O

(5) 技術革新下の企業内教育の実態

技術革新にともなう企業内教育の孫編成は，この工場

では 1961年になって，急速に具体化されてきた。

まず， 1961年4月，社長通達をもって企業内教育の基

本方針-がうちだされた。それは，技術革新にともなう職

場の各分野の変化に応じて，従業員の各!習にわたって，

職務遂行のため必要な知識，技能~穏得しなければなら

ず，まずこ，::iE:業の発渓のためにも職場内の協力関係がぜ

ひひつようで，このために，適正な態度を身につけなけ

ればならないとしている。この方針を実現するために，

さらに，つぎの原只IJを窃かにしているーーすなわち，

(1)職務に必婆な知識，技能，態度の習得

(2)職場を中心とした教育 (on-the-job-training)

(~)管理者層，監督者!替の教育資{壬の強化

(生}鋼部従業員の自主的窓欲による教育の推進

ところで教育組織の再編成は， ~ 、かにしてすすめられ

たかο 企業内教育は，この工場においては，教育のj'tJFfij，

速長?をおi当する教育課は，労働部に所属していた。すな

わち，労働部には，労働課，者全員採，給与;深，厚生課，

とともに教育関係では，教育課および教務所が配寵され

ていた。しかし，ざいきん，企業内教育の拡充，充笑が

企図されるにいたって， 1962年 10月に教育関係の担当

係が独立して，教育部となった。

I守
教育

あたらしい教育部の総織のドでは，教育4d五と教科所と

があり，教育採には，iな断係，教育第一係，教育第二係、

が配属されている。企画係は，技能見習養成をのぞく企

業内教育の全体的な教育計画をたてるところであり，教

育第一係は，事務員，技術員の教育訓練の運営をt妥当

し，教育第二係は，作業員の教育訓練の運営を担当する

こととなっているC このほか，別に，教育計綴の全般に

わたっての諮問機関として，工場内教育審議会が設けら

れており，委員は，次長を長とし，部課長で構成されて

L 、る。

そこで，つぎに，この工場における企業内教育は，い

かに体系化されているか。従来，おこなわれてきた全梁

内教育には，十分な体系らしいものがないままに，似7./1]

的に， MTPやTWIをばらばらで関連もなく実施して

きたきらいがあった。しかし，最近ょうやく企業内教育

は，上は経営者合1望者から般従業員のランク・ア

ンド・ファイノレにいたるまで防食した体系をもった教育

を行なってはじめて十分な効果をJt!Jしえるとかんがえら

れるようになり，従業員のそれぞれの勝に応じた教育方

式をとるとともに，全体として体系化することが企附さ

れるようになった。

いま，この工場において図式化した教育体系図をしめ

すと，つぎのようになる。

まず，企業内教育を分けて，中央教育(本社教育)，個

所教育(集合教育)，職場教育，特別教育とに分ける。中

央教育とは，本社で行なう教育であり，被教育者は，全

社のレベノレで、選抜される。個所教育とは，工場単位でお

こなう教育で，一個所に集合して行なう。また，職場教

育とは，部，課，i系のそれぞれの単位で，部署ごとにお
こなう。さらに，特別教育というのは，部ミ警にとらわれ

ずにおこなわれるものである。

ところで，従業員の各隠JjIJに，教育の方式合災にし，

しかも全体として，教育の対象となるものにもれがない

よう，体系化をおこなうことがひつようである。この工

場では，つぎの!関別教育方式を配列する。

r首 J甲命 者…-経'/;ff;iWU窓，管玉医者訓練講座，管理者認11

練補-l~(f1鮎l;; ， JMS 通信講)，臣

事i 員一一一係員，i111線議以，係員訓練総務議!受

TWI教育，学卒新人投員教育

役イ、J-fF業員-…組侃主主研修会， {li:l~w，品望号会

一般作業員・…一研修講駿，主幹科基礎コース，新入作業

員教育

教育訓練員・…-教育担当者会議，兼務講師講座， TW  

I訓練員講習議感，教育講演会

そこで，つぎに，:iE業内教育のうち，その主なものに

ついてその内'各，)i法を説明しよう O

級官講座は，課長以ーとの会社幹部を対象とし，社外議

師をや心として，経営管理の向上をねらった教青ムであ

る。

「管理者訓練議夜Jは，係長以上の管理者層の管理ー能

力の向上をねらいとしており，教育内容も企業の独自性

を生かし，企業の経営実態にとくするよりにするため，

従来のような定型方式 (M.T.P.)から脱皮して，特色あ

る教育をねらい， Case Studyもおりこんで実施しよう

とするものである。

「係員訓練議)tP;JI土， -~史~依良を対象とし，教育の I人]

符も経汗J号'1ねなrfIHこ)):をいれており，仕事のd土決，仕
事の管j仇背[i下の.tJll*'* ，人間関係などをふくむはばひろ
い教脊をねらっている。

「職名変更事務長等教育Jは，会社の所定の資格試験
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第9号

(工場提供資料による)

j曲
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川
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社員教育の体系的図示

市己吉ri川チ手f教

|絞れ議鹿i

lZJ字書 I~苦手控!

!被t
j 力開発教T守， 教

i 掛;悶

l 孫 i都 i E 1 c 

壬I 議[霊 i:教:教!
?長|司 ii fi 育!

人 I

事務W!'¥

線以

:fl:七

t時

J之

送，安全，衛生，品質管理，熱管理，計器，設備保全，

労使関係、，社会，原価 1E.管理の仕方などを講義し

ている O

「一般作業員を対象とする研修講座」 は，基礎学科，

関連さ罪科をおしえることをねらいとしており，科目とし

ては数学，物疎，化学，機械，電気，銀関，英語，製鉄概

論，仕事のすすめ方，社会などとなっている。

また. r単科基礎コースJは，二部に分かれ，第一吉1)は
中学教育の機習，第二部は高校教育の補修を行なってい

る。対象は，一般作業員で，時間外に行ない自由聴講iliU

としている。

「新入作業員教育Jは，工場の概況説明，服務規則，

安全などの知識のF付与と，入社のきいの心がまえなどを

教えている。

18 

に合格して，尊重員となる者のために行なう教育で，職員

になるにあたっての心機えなど，専門技術の慕礎知識の

符i与を企図している。

1-組伍長研修会Jは，従業員の自発的学習活動から主主

まれたもので，したがって，研修会の遂営は，構成メン

バーの自主性にまかぜ，教育課がこれを援助するたてま

えをとっている。げんざいまでの運営は，追指導，職場

問題の研究，見学，講演，映画などを実施することとし

ているの

「伍長講習会Jは.{五長クラスを対象とし.;k'5礎学科，

専門学科の講習を行なっている。そのうち，第一部は，基

礎学科に議点をおき，数学，英言語，機械，電気，製図，

物理，化学，社会の各科目をおしえている。また，第二

部は，専門学科，守子望室学科に重点、をおき，製鉄一般，総
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対象別社員教育概要

教育名称 対象者 教 手守 自 的
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シス}ラ

教育s溝jyi会 人間関係，経済，社会問題等 2 " 

(工場提供資料)

IV事例調査(その3) 
発により，建設の完成がおくれ，戦時中は，十分な生産

をあげえなかったままに終戦をむかえた。 1946年4月

に，ょうやく硫安の生産にはいり，その?長年には，尿薬

工場の建設をおこない， 1ヲ48:q二には，その初製品をみる

にいたった。初期の建設計酬と生産日擦の達成は，着々

とすすめられ， 1952年にはじめてその実現をみるにいた

(1)工場の性格

読まま対象となったC工場は，化学肥料製造の工場であ

る。この工場は， 1939年創設されたが， .~2 次大戦の勃
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1950年4Ylより，数次にわたる 1没1ml

の閉鎖がおこなわれ， 1953年には，故

新式述絞装置による過燐倣石灰工場が

完成し，年間生産能力 15，000トンとなり

さらに汐58e有三には，アンモニヤ系統

の大級な合理化工事が完了し，アンニモ

ニヤ系統の三民生産能力は年間442，000

トシにたつした。

なお， 1959年には，余剰炭酸ガスを

利用して， dry iceの製造をはじめて

いる O

設備の近代化につれて，硫安，尿素，

過燐酸石灰.ilK素化成の生産は，年々

j二弁し.1959年には，硫安 163.000卜ン，

派議書 106.000トン.J設燐関空;石灰83，000トン，尿素化成34.000

トンにたつしたQ 戦後の年次J]1j生産高をしめすと，つぎの

ようになる。

製造工総は，化学工場の特色としての装置工業で，原

料投入から製品の生産にいたるまでの工程は，機械装置

によっておこなわれ，迷続化し，自動11;IJ禦化されており

人間労働は，計器監視作業がわずかに存在しているにす

ぎない。 原料としては，硫化鉱，水，石炭を利用して，

j総綬，液体アンモニアをつくり，これを合成して硫安を
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;支術革新と企業内教育

術1 研1 :r: 

:~ 務 J立 務

務

{呆

保全第一線，保全第二議，屯気品果，工作談，土建議，計 かし、ことがけんちょである。とくに，高年総厚きである40

画課があるむ生産工程の主管は，製造部であり，工務部 歳代や50絞以上の隠において，他工場にくらべてたかく

は，設備の維持，保全，電力の維持にあたっている。 なっている。

従業員の大半は，男子で， 2，500人のうち，男子は ，--~~----- --~~， 

2，300人を数えるp 従業員のうち，製造部門，工務部門の

現業に従事しているfF業員の大半は，長年勤続の労働省
で，学自震は高小学限度が多い。

労務管型組織は，再建階#l1Jを建前として，この系列によ

って管理がなされる。所長4 部長→副部長→課長→係長

→係長となり，現場の作業員の命令系統としては，組長

→機長→作業員，となっている。課内における人員配震

は，係長 3~4 人で，一係に直属する組長は 3~4 人，総

長の i直属には，機長以下一般作業員が 6~1O人という配

絞となっているω そして，係長以上および職員腐をのぞ

くと一般従業員の学療は， I骨j、本程度である。

労働者の属 'I~主

従業員は，工場の部署ごとに分かれる。そのうちもっ

とも多い部門は，いうまでもなく生産管〉門で，肥料加工

部門は全体の従業員の42.8%をしめる。 また工務部門

の労働者の全体の中にしめる割合もたかく， 34.8%とな

っている。そして，その他の部門の比本は，この跨者に

また，従業員の学目撃構成は，高小卒程度のものの割合

が大きく， 73.4%をしめている。そして，それ以上では

!日中，新高卒の学艇のものが 19.7%，I日高等，短大以上

のものが4.8%となっている。いまこれを間企業系列下

の他工業とくらべてみると，やはり，高小卒のものの割

合がたかし、。このような従業員の年齢構成や学歴構成の

特色は，企業内教育を行なうにさいして，重要な条約二を

形成している。

弱小卒 !日中，新潟

73.4 19.7 

66.4 21.五

59.4 3五9

、剛幽嗣『舗、ノ剛幽旬崎輔副-

12.2 

6.8 

くらべすくなく，総務部門12.8弘繊維，研究部門7.2 (2) 技術革新と労働資質の問題

?1J， 約i民3.0%となっている。

当工場の従業員の年約機j或は，がし、してたかく，30歳な 硫安工場における技術革新は，労働者の作業のうえに

いL40歳の婚に半数ちかくの労働者が集'1-1し，しかも 40 積々の影響をもたらした。まず，生産管理にかんするあ

歳代の比較的高年齢の労働者の，Ifl]合も 26.1%とかなり たらしい技術が導入された。それは，原備管理技術の!句

たかし、比率をしめているο いま，これを，向じ企業系列に 上，人間関係技術の改善などであった。とくに，品質管

ある他の工業所の従業員の年齢構成にくらべてみてもた 浬技術の改警は，化学工業にとっては，きわめて霊安な
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主主義をもっていた。すなわち，各工穏を支配する要因，

たとえば，圧力，流量， i温度，原料などが，所定の条件で

処理され作業されることが要求される。このようないわ

ば工程の規準化にあたってひつようなのが品質管理であ

る。品質管理の統計的処理技術は， 1950年頃よりこの穏

の化学工場でとりあげられ，ひきつづいて他の会社にも

およんだ。こうしたあたらしい管理一技術を学ぶために

は，教育訓練がひつようになってくる。製造現場では，

職交，総長などのふるい品質管理は排除され，あたらし

い学卒者の管理技術がしだいに支配的となってくる。

また生産工艇のオートメ化も労働者の作業の質的変化

をもたらす。化学工業における連続的工程は，操作の自

動if，U繋化を容易にさせる。あたらしい設備をもっところ

では，その究極としての中央管理方式による遠橋操作が

おこなわれる。

ところで，戦時中からの自主史をもっこの工場では，技

術革新の下では，種々の問題を生ずる。この工場では，

!日設備が存夜するために計装化がおくれ，ょうやく最近

になって計裟がすすめられた。完全なオートメ化ではな

いが，かなりの程度まで計装化がすすんだ。しかし，こ

こで従事する工場労働者の大学は，古くから勤務する中

高年齢の労働者であり，しかもその教育程度は高小卒程

度である。技術用語としての英語，操業日記のつけ方，

計器の監視，主iU定，グラブ，統計の作成，製剤配合，機

械構造の瑛鮮など，諸作業に必要な，基礎学科の能力

の不足が問題とされる。ここで，労働の質の転換が問題

となるが，かんたんに人民主ピ整理して!佐代の労働力交替

をなしえない現状にあり，ここで、一般従業員の得点教育が

問題となる。とくにこのような化学工場においては，計

器についての理解カがひつようとなる。滋m'if十，蒸気流

f主計，酸素流動計，圧力計，給水計， S02ガス濃度計，

統酸濃度計についての基礎知識とその操作技法である。

技術革新は，まず，その新旧作業の交替のひきおこす

ことによって，あるいは，かかる可能性をふくんでいる

ために既存の従業員にたいして，なんらかの不安をひき

おこしている。しかも，かかる前途の不安は，従業員の

役職上の地位や学燃によってかならずしもおなじではな

L 、。

まず，技術革新がすすむにともなって生ずる自己の現

在の地位にたし、ずる不安は，ランク・アンド・ブァイノレ

のものほど大きく，役職の地位がたかくなるにつれて，そ

の不安の度合は，すくなくなっているO すなわち，不安だ

と回答するものの割合は，一般従業員のばあいは36%，

R議長は26%，組長22%，係長22%となっている。また

学援の低いもののほうが不安の割合が大きく，高小卒

37%， 1日中30%，1日高等 14%と，しだいに学援がたか

くなるにつれて不安の割合はすくなくなってくる。また

年齢では，高年齢ほど不安皮がたかく， 50歳以上42%，

40歳代34%，30歳代36%，20歳代30%となっている。

つぎに技術革新にfこいする適応性の開題であるが，これ

については，新技術についていけないとする不安の割合

は，一般従業員がもっとも大きく，一般20%，組長 18%，

機長12%，係長 12%の頗となっている。学E差別にみる

と，高小卒21%，1日中卒 13%，1日高専卒 10%と，学自主

のひくいものほど，不安が大きL、。年齢別にみても，が

いして，高年齢ほと。不安が大きい。 すなわち 50歳以上

36%， 40歳代23%，30歳代 15%，20歳代 16%となっ

ている。

つぎに，技術革新に対応、して，従業員がこれに対し，

どのように教資的に対花、するか，その学脅窓欲はどうか，

これについてみると，

まず，学留の必要性については，役職上の地位がたか

いものの方がその必要性を肯定するものが多く，また学

歴のたかし、ものの方がその必要性を肯定している。すな

しかもこの工場の労働力は，その出身が地元の在来の わち，役職別では，一般の86%にTこいし，組長93%，背後

定義労働JJではなく，他の地域からの流入労働力を主将 j!ミ96%，係長97%が，肯定的態度をしめしている。 ま

としてはじめられた。本社もしくは，他の既設工場の労 た学歴別では.高小卒87%にたし、し， 1日中90%，1日高

働力の転用によって，その技術，技官告の労働力の大学が 専93%である。 これでみると，一般従業員は，技術革

しめられていた。単純労働力は，地元の農村出身，中小 新によって生ずる職務の変化について大きな不安をもち

工場工員の徴ffl工員であり，技能訓練をうけたものでは ながら，教育的対応をそれほどしめしていないことにな

なかった。これら単純労働力のひとびとは，今日では， る。その原因の一つには，新技術への主主解の欠如がある

年齢もたかし学燈がひくし自動計測化した作業にっ とおもわれる。なにを勉強したらよL、かわからないとお

いていけないというのが，技術革新下の労働の質のうえ もうものは，一般従業員ほど多く，一般62%，総長43

の大きな問題で、あったのである。%，職長27%，係長46%となっている。 まずこ，学鰹別

労働者窓識と企業内教育 では，高小卒65%，113中52%，1日高章子31%となってい

また技術革新は，労働者の;意識や人間関係に，びみよ て，学艇の低いものほど，その度合は大きし、。また，

うな影響をおよぼしている。 作業終了後における自己学留については，役付にくらべ
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て一般労働者の方が学習者の割合が低い。すなわち，自 %，一般27%，係長 15%とし、う割合でI'i"定している。

己学習のものの割合は，係長36%，職長38%，組長49 企業内教育にたいしては，過半数が肯定するが，自己の

%にくらべて一般工の割合は30%にとどまっている。 志望学科と対比したとき，過半数以上が~定的であるこ

学療別にみると，さらにけんちょの室長があり， 1/3高内: とは，企業内教育のありブJとして大いに問題があるとこ

56%，1日中29%，113潟小28%となっている。 ろである。

それで、は，企業内教育にたいしてどのような態度をし 教育内幸子につL、て，労働者の対応の仕方なみると，ま

めすか，まず一般傾向として，役十j工は，一般工にくら ず基礎学科については，たとえば，英語，化学などの学

べて， i寺定的態度合しめし，これを積極的に利用しよう 習にたいしては，希望考の割合をみると，職長82%，組

とする。ただ，学歴のたかL、係長クラスは，企業内教育 長77%，一般75%と，役付工の方が一般工にくらべて

よりも自己学留の方に関心をよせている。企業内教脊訪l ややたかし、が，ただ係長は52%という低い割合をしめし

練の有用性については，悪議長7ヲ%，組長67%，ー般的 ている。これにたいして，専門学科，たとえば機器の原

%，係長52%という割合で肯定的態度をしめしている。 玉虫，扱い方についての教育の必要性については，組長

また，企業内教育訓練と，じぶんの希望する教育内容と 95%，機長ヲ3%，係長ヲ1%，一般87%が肯定的態度を

の合致はどうかの問題については，職長35%，組長32 しめしている。

潟性 設問

係 武円

絞

!日仁l'
E護

その他

20 j歳代

:rr:: 
五日曜詰代

菌令 相談代

ijlJ 50歳代

そ心 f出

(主主)

I II 

21.2 21.2 

21. 7 24.2 

25.5 39.4 

36.1 4e.0 

13.8 13.8 

30.2 29.宮

36.8 50.5 

31.2 37.5 

29.7 32.6 

35明9 49.4 

33.8 47.6 

42.2 43.6 

30.8 38.5 

技術革新と労働者意識

III IV V 

12.1 84.9 97.0 

18.3 70.呂 93.3 

11. 7 79.3 96.3 

19.8 93.2 86.2 

10.0 77.8 92.6 

12.9 76.5 呂9.8

20.8 71.8 86.7 

29.2 72.9 87.5 

16町1 65.0 73.7 

14.6 74.2 83.9 

22.7 68.4 83.8 

81.8 

38.5 I 73.1 88.5 

VI VII VIII IX X 

45.5 90.9 36.4 90.9 51.5 

42.5 91. 7 49.2 94.7 76.7 

26.9 94.7 38.3 92.6 81.9 

62.1 87.2 29.7 87.4 74.9 

31.2 89.0 56.0 79.8 63.3 

51.9 百0.2 29.0 81.8 75.3 

64.5 87.6 28.1 89.2 77.6 

62.5 83.3 22.9 93.7 77.0 

60.司 86.9 30.0 82.5 77.9 

62.6 80.3 35.6 日臼 2 81.6 

65.5 83.4 27.3 日7.2 68.0 

60.0 81.2 2百.7 87.9 56.4 

80.8 84.6 73.1 

くなるのではなし、かと不安に思いませんか」

雪不安はありませんか」
「新らしし、技術についてし、けないといラ不安はありませんか」

fもし新らしL、仕事をあたえられたらやっていく自信がありますかj
しておく必要があると怒いますかj

ことはありませんかj

れたら参加したいと芯弘、ま TかJ
していますかj

XI 

48.5 

72.5 

79.3 

70.7 

57.8 

76.5 

70.3 

79.2 

72.1 

77.9 

64.5 

60.0 

73.1 

らあなたは参加しますかJ
すか」
あなたの希認している教育訓練と一致しますかj

技術転換にそなえて，他の諜へJ~手?にいきたL 、と思いますかj

(，J' 2) 数字は肯定殴答の比率(労)をしめす

XII XIII XIV 

51.5 55.2 54.5 

66.7 31. 7 45.8 

79.3 34.6 42.6 

60.3 26.6 40.0 

43.1 12.8 34.9 

60.3 33.0 41.0 

63.6 26.6 41.1 

69.7 33.3 43.7 

52.7 21.2 50.5 

63.3 24.自 43.4 

67.8 30.5 30.5 

64.2 48.5 32.1 

69.2 15.4 38.5 

(3) 技術革新下の企業内教育の現状

技術革新の進展にともなって，~工場においても，企

業内教育ーの対検討が絞73上の反要談題となってきた。 設

倣の合理化，とくに計器監視作業のJ勢大，オートメイヒに

対応して， 113来の高年鈴工員の符教育をはじめとして，

その室主督者の教育が重要となり，さらには，管理者}習を

も含めて，会業内教育の全体の再編成がひつようとなっ

た。この教育のニ一円ふただ企業経営ーとからしてその

生産能率向上のための要求だけではなく，従業員の間か

らも，学習意欲のもりあがりがみられるものであり，こ

うした状況の中で，企業内教育の再編がとりあげられる
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また教育は，従業員の勝別に設けられている。管理者

訓練は，係長以とを対象としており，管f塁についての基

礎的な知識，技能を支えることをねらいとしているの監

督者訓練は，組長，織長を対象として. TWIのJj式に

する講習のほか，現場における追指導をおこなってい

る。また従業員の千年数字ぎをもねらいとした教育が，技術

職員，事務職員，一般作業員ごとに行なわれる。また，

新入社員の教育，学年制の課程の技能見轡工滋成もおこ

なわれている G

これらのうちで，げんざいもっとも力をいれているの

が，一般作業員の得教育で，このためには，テキストを

作成して，社内の管理者}替のひとびとが議側となって講

習を行なっている。科自は，基礎学:flと専門学科とに分

け，基礎学科としては，英語，数学，国語，物理，化学

をおこない，専門学科としては，化学肥料製造，保全に

関連ある科目安おこなっている。

要f己吉日

ようになった。そして. 1955年に，会社は「教育訓練基本

要綱Jを作成し，教育訓練の再編と体系化を企図した。

まず，そのねらいとして. I各人が積極的に効果的に

業務を遂行するに必要な知謙技能を身につけるj ととも

に. I余業の公共性をわきまえた務員月円i荷主E良識ある職

場人をつくるJことを教育の目的としている。

このねらいの実現のために，教育のあり方として，つ

ぎの方法をうちだしている。

(J)教育訓練の長期的恒常化， f.i十両化

(2)職場教育訓練を中心とする管理監努者による臼常

業務を通じての教育

(3)教育訓練の必要性の把爆と効果的な教育活動の展

閉

そこで，教育組織としては，工場内に教育委員会を設

けて，教育訓練のあり方，方針，体系を検討することと

し，その担当部課としては，人事課がこれを職者全してい

る。
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